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※平成 26 年度で終了となる研究課題は最終成果報告書となりますので，下記項目について詳
細な報告をお願いします。 

※ページ数の制限はありません。 

※成果等の説明に図表を使用していただいて構いません。（カラーも可） 

※提出して頂いた成果報告書をホームページでの公開を予定しております。 

 

１．研究の目的 

近年のエネルギー不足を解消するため，枯渇する心配が無く，かつ二酸化炭素を排出しない
クリーンエネルギーとして太陽光発電が注目されており，日本における太陽電池出荷量も 2001
年から 2011 年の 10 年間で 188,590kW から 2,685,573kW へ約 14 倍になるなど，需要も急激に増
加している。日本国内では日本工業標準調査会が「太陽電池アレイ用支持物設計標準」（JIS C 
8955，以下 JIS と略す。）を定めており，それに基づいて設計されることが多い。JIS で規定さ
れている設計用風荷重は風力係数に設計用速度圧とモジュールの受風面積を乗じることで算定
できる。なお，風力係数は風洞実験により定めるとしているが，地上設置（単独），勾配屋根設
置型，陸屋根設置型の設置形態については，モジュールの設置勾配で表わされる式により定め
られる風力係数を用いても良いとしている。しかしながら，JIS の基となった実験はかなり以
前に行われたものであり，当時は現在急増しているメガソーラーや大規模工場の屋上設置形太
陽光発電システムなどは想定していなかった。 

本研究の目的は，国内で需要が急増しているメガソーラーや工場などの大規模建築物の屋上に
設置される屋上設置型太陽光発電システムなど，多様化する設置条件下での太陽電池アレイに
作用する風荷重の特性を明らかにすることにある。また，太陽光発電アレイの設置架台の設計
に用いられている現行の JIS 規格における問題点を明らかにするとともに，種々の風洞実験結
果を基に実情に即した風荷重を算定するための風力係数を提案する。さらに，太陽光発電シス
テムの風荷重を想定した載荷試験を実施し，耐風性能評価のため載荷試験の手法の確立を目指
す。この研究は今後更に設置の増加が予想されるメガソーラーや屋上設置型太陽光発電システ
ムの経済的かつ合理的な耐風設計を行う上で必要不可欠かつ喫緊に取組むべき重要な課題であ
る。 

 

２．研究の方法 

本研究は，平成 26 年度から平成 27 年度の 2 年間の計画で進められており，初年度の平成 26
年は，太陽光発電の普及状況と今後の展望，強風被害の実態の把握,太陽光葉電システムの風荷
重・耐風性能評価に関する文献調査，耐風設計上の問題点の抽出，今後の課題等の整理を行っ
た。 
 
３．研究成果 
平成 26 年度の成果は次のとおりである。 

3.1 太陽光発電システムの普及の現状と今後見通し 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の申請物件（50GW）に対して，施工済物件は約 1/5
（10GW）であり，今後，施工物件は急増する見込みである。また，傾斜地を積極的に利用する
ケースや農地の上空を利用するケースも増えつつあり，太陽光発電システムの耐風設計を更に
困難にさせる物件が増加傾向にある。 
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3.2 強風被害の事例と問題点 

強風被害の事例は比較的多いが（図 1），所
轄官庁に報告されている事例は少ない。被害
原因の多くは，構造設計の問題であり，風荷
重に対する設計者の知識不足や見込みの甘
さに起因している。また，それらをチェック
する社会システムがない（あるいは機能して
いない）ことが大きな問題である。耐風設計
に関する情報が少ないことも被害発生の一
因となっている。 
 
3.3 設計用風力係数に関する文献調査 

近年になって，太陽電池アレイの風力係数
に関する研究事例が増加している。地上設置
型太陽電池については，メガソーラーを想定
した多数のアレイを設置した場合，建物上形
太陽電池については，大型工場，住宅，高層
建築物などの屋根に設置した場合も報告さ
れている。また，地上設置形アレイや屋根上設置形アレイの風力係数について，系統的にまと
められた研究結果も報告されており（図 2，図 3）1),2)，それらをもとに JIS C8955 の改定に向
けての動きもある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 強風により飛散した太陽電池アレイ 

 

図 3 切妻屋根に設置された太陽電池モジュールの風力係数 2) 

   

図 2 地上設置形太陽電池アレイの風力係数 1) 



3.4 耐風設計上の問題点と今後の課題 
(1）風荷重算定用の風力係数 
太陽電池の支持架台の設計風荷重の算定に広く用いられている JIS C8955 は，モジュールの

勾配の範囲や設置高さなど，その適用範囲が比較的狭く，多様化する太陽電池の設置条件に適
用できない事例が増加している。前節で述べたように，太陽電池モジュールの風力係数に関す
る研究成果も増えつつあるが，それらを系統的に整理し，設計者に有用なデータとして提供す
る必要がある。 
(2)太陽電池が取り付けられる屋根の耐風設計 
近年の研究成果 3)によると，金属屋根に設置される太陽電池アレイに作用する風荷重が屋根

の構造骨組と屋根葺き材との固定部に作用する荷重を増大させることを示す結果が報告されて
おり，太陽電池アレイが金属屋根に設置される場合にはアレイやその支持物だけでなく，それ
らが取付けられる建築物への影響も考慮する必要があるとの新たな問題が指摘されている。と
ころが，屋根の耐風設計においては，太陽電池に作用する風荷重を考慮されていないことがほ
とんどであり，金属屋根に設置された太陽電池が屋根葺き材ごと飛散する強風被害も発生して
いる。そのため，建築物上に太陽電池を設置する場合には，屋根葺き材固定部に作用する風荷
重設定の方法を明確にしておく必要がある。 
(3)農地利用の太陽光発電システム（営農型発電設備） 
営農型発電設備は，耕作以外で農地を使用する状況を例外的に認めるものであるため，支柱

を簡易に撤去できることが要求されており，コンクリート基礎等の設置を認められていない。
そのため，十分な強度を有する架台を設計することが困難であり，設置期間中に起こりえる強
風によって被害を受ける可能性が非常に高い。今後，増加する営農型発電システムの耐風性能
を確保するための方法や風荷重の低減方法について早急に検討する必要がある。 
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